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注　１　警察庁資料による。
　　２　高速自動車国道分を含む。

SG マーク）の普及に努める一方，近年，対歩行者
との事故等自転車の利用者が加害者となる事故が増
加傾向にあることにかんがみ，こうした賠償責任を
負った際の支払原資を担保し，被害者の救済の十全
を図るため，損害賠償責任保険等への加入を促進し

た。
さらに，夜間における交通事故の防止を図るた
め，灯火装置の取付けの徹底と反射器材の普及促進
を図り，自転車の被視認性の向上を図った。

第５節 道路交通秩序の維持

1交通の指導取締りの状況
⑴交通の指導取締りの状況
平成２３年中における車両等の道路交通法違反（罰
則付違反）の取締り件数は約７８４万件で，悪質性・
危険性の高い違反としては，最高速度違反が約２２９
万件，酒酔い・酒気帯び運転が約３万６千件，無免
許運転が約３万２千件等である（第１―３９図）。
なお，点数告知に係る違反の取締り件数について
主なものをみると，座席ベルト装着義務違反が約
１９１万件で，ヘルメット装着義務違反が約３万１千
件等である。また，放置違反金納付命令件数が約
１６２万件である。

⑵高速自動車国道等における交通指導取締りの状況
平成２３年中の高速自動車国道等における交通違反
取締り状況は，第１―１５表のとおりである。
⑶交通反則通告制度の適用状況
平成２３年中に反則行為として告知した件数は７４１
万６，０２１件で，車両等運転者の道路交通法違反（罰
則付違反）の取締り件数中に占める比率（反則適用
率）は９４．５％である。
反則告知件数を成人・少年別にみると，成人は

７１７万７，１６４件，少年は２３万８，８５７件である。また，
行為別にみると，主なものは，最高速度違反が２１０
万４，２０５件（２８．４％），携帯電話使用等違反が１３３万
５，４１１件（１８．０％）である。

第１―３９図 交通違反取締り（告知・送致）件数（平成２３年）
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2交通の指導取締りの強化等
⑴一般道路における効果的な指導取締りの強化等
交通事故を防止するとともに，交通渋滞及び交通
公害を緩和するためには，街頭監視活動及び白バ
イ，パトカー等による機動警ら活動を強化する必要
がある。このため，部門間の連携や，人員の効率的
配置により，交通指導取締り体制の確保に努め，交
通機動隊等による機動力を生かした効果的な指導取
締りを推進した。
また，悪質・危険な違反の取締りを効果的に推進
するため，取締り関係装備資器材の充実整備に努め
た。
さらに，事業活動に関してなされた放置駐車，過
積載運転，過労運転，最高速度違反等の違反及びこ
れらに起因する事故事件については自動車の使用者
等の責任，いわゆる背後責任の追及を図るととも
に，自動車の使用制限処分を行うなどこの種の違反
の根源的対策を推進したほか，無車検運行，無保険
車運行等各種交通関係法令違反についても積極的な
取締りに努めた。
また，自転車利用者の交通事故及び自転車利用者
による危険・迷惑行為を防止するために，無灯火，
二人乗り，一時不停止等に対する指導警告を強化す
るとともに，制動装置不良自転車（ブレーキがない
自転車等）の運転のほか，違反行為により通行車両
や歩行者に対する具体的危険を生じさせたり，指導
警告に従わず違反行為を繰り返したりするなどの悪
質，危険な自転車利用者に対しては，交通切符を適

用した検挙措置を講じた。
さらに，警察では，飲酒運転に対する厳正な取締
りを行っており，特に，夜間における取締体制を確
保し，飲酒運転に係る取締結果や交通事故発生状況
を的確に分析の上，飲酒運転が常態的に見られる時
間帯・場所に重点を置いた効果的な飲酒運転の取締
りを推進した。
また，飲酒運転を検挙した際は，運転者の捜査に
とどまることなく，車両等の使用者，飲酒場所，同
乗者，飲酒の同席者等に対し的確な捜査を行い，車
両等提供，酒類提供及び要求・依頼しての同乗に対
する罰則規定の確実な適用や教唆行為等の確実な立
件に努めるなど，飲酒運転を助長する周辺者に対す
る取締りを推進した。
⑵高速自動車国道等における指導取締りの強化等
高速自動車国道等における安全で円滑な交通流を
確保するため，関係都道府県の高速道路交通警察体
制の充実強化を図るとともに，多角的な交通事故分
析により交通危険箇所に重点を置いた機動警ら，駐
留監視活動等を強化して交通流の整序に努め，悪質
性，危険性，迷惑性の高い著しい速度超過，飲酒運
転，車間距離不保持，通行帯違反等を重点とした指
導取締りを推進した。
また，関係機関・団体と連携し，シートベルト着
用の普及啓発活動を推進するとともに，後部座席を
含めたシートベルト装着義務違反の指導取締りを強
化した。

主法令違反別
平成２３年 平成２２年 対前年比

件数 構成率 件数 構成率 増減数 増減率
件 ％ 件 ％ 件 ％

総 数 ６１２，１５２ １００．０ ６４４，４９１ １００．０ －３２，３３９ －５．０
最 高 速 度 違 反 ３９４，８０６ ６４．５ ４１８，７７１ ６５．０ －２３，９６５ －５．７
積 載 違 反 １，９０４ ０．３ １，９７５ ０．３ －７１ －３．６
車 両 通 行 帯 違 反 ８０，１５２ １３．１ ８３，２７２ １２．９ －３，１２０ －３．７
車 間 距 離 不 保 持 １５，７５３ ２．６ １５，９４１ ２．５ －１８８ －１．２
酒酔い，酒気帯び運転 ５７６ ０．１ ９９５ ０．２ －４１９ －４２．１
駐 ・ 停 車 違 反 ３０４ ０．０ ３２１ ０．０ －１７ －５．３
無免許，無資格運転 １，００６ ０．２ １，１３７ ０．２ －１３１ －１１．５
そ の 他 １１７，６５１ １９．２ １２２，０７９ １８．９ －４，４２８ －３．６

第１―１５表 高速自動車国道等における交通違反取締り状況

注 警察庁資料による。
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⑶科学的な指導取締りの推進
交通事故発生状況と指導取締り実施状況を検証す
るとともに，速度違反自動取締装置を活用するな
ど，交通事故実態に的確に対応した科学的かつ効率
的な指導取締りを推進した。

3交通事故事件捜査体制の強化
⑴交通事故事件捜査の現況
交通事故に係る自動車運転過失（業過）致死傷等
事件の平成２３年中における送致件数は，６５万８，６２７
件である。
なお，平成２３年中のひき逃げ事件（交通事故に係
る無申告事件を含む。）の発生件数は２万６９２件で，
検挙件数は８，８４７件である（第１―１６表）。また，悪

質・危険な運転行為による事故については，事案の
内容に応じて，危険運転致死傷罪の適用を視野に入
れた適正な交通事故事件捜査を推進した。
⑵緻密な交通事故事件捜査の推進
悪質な交通事故事件，事故原因の究明が困難な交
通事故事件等について組織的かつ重点的な捜査並び
に正確かつ綿密な実況見分及び鑑識活動を行うな
ど，緻密な交通事故事件捜査を推進した。
また，交通事故自動記録装置を始めとする交通事
故捜査支援システム等を活用し，科学的捜査を推進
した。

4暴走族対策の強化
近年，暴走族の構成員は減少傾向にあるが，依然
として少人数によるゲリラ的な暴走や数グループ合
同による集団暴走等を活発に行うとともに，グルー
プ同士のトラブルによる対立抗争事件や一般人に対
する強盗事件等の凶悪事件を引き起こしている。
このような最近の暴走族の実態や，これに対する
国民の強い取締り要望にかんがみ，「暴走族対策の
強化について」（平成１３年２月５日暴走族対策関係
省庁担当課長等会議申合せ）に基づき，政府一体と
なった暴走族対策の推進に努めた。
平成２３年末現在，警察が把握している全国の暴走
族の総数は，８，５０９人である。この内訳は爆音を伴
う暴走等を集団で行う暴走族（共同危険型）が４０５
グループ，７，１９３人であり，ローリング，ドリフト
走行等の違法な走行により運転技術等を競う暴走族
（違法競走型）が１，３１６人である（第１―１７表）。
また，元暴走族等が「旧車會」と称するグループ

年別
区分

ひき逃げ・無申告事件の発生・検挙状況
平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年

死

亡

発 生 １９０ １９２ １７７ １５８ １８５
検 挙 １７１ １８２ １６３ １４８ １６７
検挙率 ９０．０ ９４．８ ９２．１ ９３．７ ９０．３

重

傷

発 生 １，６５７ １，５９５ １，４７０ １，４１１ １，３４９
検 挙 ８０４ ８２８ ７２４ ７１６ ７２０
検挙率 ４８．５ ５１．９ ４９．３ ５０．７ ５３．４

軽

傷

発 生 ２２，８８０ ２１，９５８ ２０，０７７ １９，８７３ １９，１５８
検 挙 ９，１８５ ９，０６８ ８，２４３ ８，３３０ ７，９６０
検挙率 ４０．１ ４１．３ ４１．１ ４１．９ ４１．５

合

計

発 生 ２４，７２７ ２３，７４５ ２１，７２４ ２１，４４２ ２０，６９２
検 挙 １０，１６０ １０，０７８ ９，１３０ ９，１９４ ８，８４７
検挙率 ４１．１ ４２．４ ４２．０ ４２．９ ４２．８

年
区分 １９年 ２０年 ２１年 ２２年 ２３年

共
同
危
険
型

グループ数 ７４９ ６３８ ５４５ ４６２ ４０５
総人員（人） １０，９７４ ９，９８５ ９，１３４ ７，８５０ ７，１９３
い集・走行回数（回） ３，４５２ ３，０４５ ３，００１ ３，１１２ ２，６７０
参加延べ人員（人） ３５，３４７ ３０，４９２ ２５，４４３ ２６，４８６ ２２，４６５
参加延べ車両（台） ２３，３２１ １９，４５７ １７，４６６ １８，１９７ １５，８８２

違
法
競
走
型

総人員（人） １，６１０ １，５３１ １，３２０ １，２１４ １，３１６
い集・走行回数（回） ７２２ ５２３ ５７１ ４５４ ２５３
参加延べ車両（台） ９，２５２ ６，４３９ ５，７１４ ５，０２６ ２，６９０

第１―１６表 ひき逃げ・無申告事件の発生・検挙状況

注 １ 警察庁資料による。
２ ひき逃げ事件とは，人の死傷を伴う道路上の交通事故に係る救護措

置義務違反をいう。
３ 無申告事件とは，人の死傷を伴う道路上の交通事故に係る報告義務

違反をいう。

第１―１７表 暴走族の勢力及びい集・走行状況

注 警察庁資料による。
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を結成し，景勝地等を目指して，暴走族風に改造し
た旧型の自動二輪車等を連ねて大規模な集団走行を
行う実態が全国各地で確認されている。
⑴暴走族追放気運の高揚及び家庭，学校等における
青少年の指導の充実
暴走族追放の気運を高揚させるため，地方公共団
体に「暴走族根絶（追放）条例」等の制定を働き掛
けるとともに，その運用に協力したほか，報道機関
に対する資料提供等による広報活動を積極的に行っ
た。
また，家庭，学校，職場，地域等において，青少
年に対し，「暴走族加入阻止教室」を開催するなど
の指導等を促進した。さらに，関係団体や暴走族相
談員等との連携の下に，暴走族の解体，暴走族への
加入阻止，暴走族からの離脱等の支援指導を徹底し
た。暴走族問題と青少年の非行等問題行動との関連
性にかんがみ，青少年育成団体等との連携を図るな
ど，青少年の健全育成を図る観点から施策を推進し
た。
学校において，暴走族問題等を取り上げた非行防
止教室を開催するとともに，文部科学省と独立行政
法人教員研修センターの共催による交通安全教育担
当教員等の研修の実施などを通じて，児童生徒等に
対する交通安全教育の充実を図った。
⑵暴走行為阻止のための環境整備
暴走族及びこれに伴う群衆のい集場所として利用
されやすい施設の管理者に協力を求め，い集させな
いための施設の管理改善等の環境づくりを推進する
とともに，地域における関係機関・団体が連携を強

化し，暴走行為等ができない道路環境づくり及び公
安委員会による交通規制を積極的に行った。また，
事前情報の入手に努め，集団不法事案に発展するお
それがあるときは，早期に暴走族と群衆を隔離する
などの措置を講じた。
⑶暴走族に対する指導取締りの強化
暴走族に対しては，共同危険行為等の禁止違反を
始めとする各種法令を活用した取締りを強力に推進
したほか，６月には「暴走族取締り強化期間」を実
施した。また，暴走行為に使用された車両等を積極
的に押収し，暴走族と車両の分離を図るとともに，
不正改造等暴走行為を助長する行為に対しても背後
責任の追及を行った。平成２３年中の暴走族の検挙状
況をみると，前年に比べ総検挙件数は３．６％減少し
２万７，５５３件であった（第１―１８表）。
⑷暴走族関係事犯者の再犯防止
暴走族関係事犯者の捜査に当たっては，個々の犯
罪事実はもとより，組織の実態やそれぞれの被疑者
の非行の背景となっている行状，性格，環境等の諸
事情を明らかにしつつ，事件の速やかな処理に努め
るとともに，グループの解体や暴走族グループから
加入者等を離脱させるなど暴走族関係事犯者の再犯
防止に努めた。
少年院送致決定を受けた暴走族少年あるいは保護
観察に付された暴走族関係事犯少年等の処遇に当
たっては，遵法精神のかん養，家庭環境の調整，交
友関係の改善指導，暴走族組織からの離脱指導等，
再犯・再非行防止に重点を置いた個別処遇に努め
た。

年
区分 １９年 ２０年 ２１年 ２２年 ２３年

総数（件） ３４，６０１ ３３，２１５ ２９，８９８ ２８，５８０ ２７，５５３
道路交通法違反 ３２，１３９ ３１，０１５ ２７，８９２ ２６，５０８ ２５，５０６
うち共同危険行為等禁止違反 ２８８ ３０７ ２７８ ２４０ ２２５
うち騒音関係違反 ２，８９１ ２，９５８ ３，０３５ ３，０２１ ３，４５５

特別法犯 ６７５ ５０１ ４０２ ４０６ ３８０
刑法犯 １，７７７ １，６７４ １，５８２ １，６４７ １，６５０
暴力行為等処罰法違反 １０ ２５ ２２ １９ １７

第１―１８表 暴走族による不法事案の検挙状況

注 １ 警察庁資料による。
２ 「騒音関係違反」とは，道路交通法違反のうち，「近接排気騒音」，「騒音運転等」及び「消音器不備」をいう。
３ 「暴力行為等処罰法違反」とは，「暴力行為等処罰ニ関スル法律違反」をいう。
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なお，平成２２年に保護観察に付された者のうち，
保護観察開始前に暴走族と関係があった者は１，７６４
人である。
さらに，暴走族問題が地域社会に深くかかわる問
題であることにかんがみ，都道府県及び市町村に設
置されている「暴走族対策会議」の下に，暴走族対
策の推進に携わる機関及び団体の代表から構成され
る「暴走族対策推進幹事会」の設置を働き掛けた。
⑸車両の不正改造の防止
不適切な着色フィルムの貼付，消音器の切断・取

り外し等の不正改造車等を排除し，自動車の安全運
行を確保するため，「不正改造車を排除する運動」
を年間を通じて実施した。特に，平成２３年６月を強
化月間として，自動車検査のより一層確実な実施に
加え，広報活動の一層の推進，関係者への指導徹
底，街頭検査の重点化等を行った。
また，道路運送車両法の不正改造行為の禁止及び
不正改造車両に対する整備命令に係る規定を的確に
運用し，不正改造車の排除に努めた。

第６節 救助・救急活動の充実

1救助活動及び救急業務の実施状況
⑴概要
ア 救助活動の実施状況
平成２２年中における全国の救助活動実施状況は，
救助活動件数５万５，０３１件，救助人員５万８，６８２人で
あり，前年と比較すると，救助活動件数は１，９１７件
（３．６％）増加しており，救助人員は３，６９１人（６．７％）
増加した（第１―１９表）。
イ 救急業務の実施状況
平成２２年中における全国の救急業務実施状況は，
ヘリコプターによる出動件数を含め，５４６万７，６２０件
で，前年と比較し，３４万１，６８４件（６．７％）増加した。
また，搬送人員は，４９８万２，５１２人で，前年と比較
し，２９万６，４６７人（６．３％）増加した。
また，救急自動車による出動件数は，全国で１日
平均１万４，９６９件，約５．８秒に１回の割合で救急隊が
出動し，国民の約２６人に１人が救急隊によって搬送

されたことになる。
⑵交通事故に対する活動状況
平成２２年中の救助活動件数及び救助人員のうち，
交通事故に際して救出困難な者が生じた場合に，消
防機関が救助活動に当たったものは１万６，５８５件で，
救助人員は２万３，３４９人となっており，それぞれ全
体の３０．１％，３９．８％を占めた。
また，平成２２年中における救急自動車による救急
出動件数５４６万３，６８２件，搬送人員４９７万９，５３７人のう
ち，交通事故によるものは，それぞれ５５万６，５６９件
（１０．２％），５６万１，６４６人（１１．３％）となっている（第
１―２０表）。
救助活動及び救急業務全体に占める交通事故に起
因するものの割合は依然として高い水準にあり，事
故の種類・態様の複雑多様化に対処するためにも，
引き続き救助・救急体制の一層の拡充が必要であ
る。

区分

年

救助活動件数 救助人員

件数 対前年増減率 うち交通事故に
よる件数 人員 対前年増減率 うち交通事故に

よる人員

件 ％ 件 人 ％ 人
平成１８年 ５３，６１９ －１．８ １９，２５９ ５６，７２８ －１．０ ２６，６５７

１９ ５２，１８３ －２．７ １７，２８７ ５６，０３９ －１．２ ２４，４４９
２０ ５３，２９５ ２．１ １５，６８８ ５４，２３１ －３．２ ２１，４４５
２１ ５３，１１４ －０．３ １６，３１０ ５４，９９１ １．４ ２２，３６０
２２ ５５，０３１ ３．６ １６，５８５ ５８，６８２ ６．７ ２３，３４９

第１―１９表 救助活動件数及び救助人員の推移

注 消防庁資料による。


